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経済学研究第32巻第 2号 5官(335)

鉄鋼合弁企業にふλける技訴す移転 (V)

米出喜久治

第 1:総研究の箆的と方法〈第:30巻務3号)

第2叢 日本鉄鋼業の技術導入と技術協力

第3家 戦後日本鉄鋼業と隠擦環境(第31港第i寺子〉

第4禁容 八勝製鉄と wマラヤワタ・ブ Pジェグ子

4-1 マレーシアの絞済開発{第:31宅金第4

4-2 入i機製鉄と経営務稲山慈雲芝〈第31者会第5空手)

4-3 合弁企業マラヤワタ製鉄の設立〈ヌド汚)

第5主主 マラヤワタ・プ将ジェタト?とおける適蕊技術の潟発

第6鐙 マラヤワタにおける技術移転

第7主幹結 論

4-3 合弁企業マラヤワタ製鉄 (MalayawataSteel)の設立

4-3-1 フィージどりティ・スタデ、イ

1959王子2月八犠製鉄稲出常務と/J.jIII部焚は，欧州よりの帰途タアラノレンブ

ー/レに立ちより， ラーマン首相と会議した。この時ラーγ ン首相がマラヤの

工業誌について日本の協力 したのな受けて，縮μiは協力を約した。

当時大岩泰は， JETROの;初代シンガボール駐在員であったが，稲IU，Jlj 
m謁E誌に会い， マラヤ， シンガぷーノレの政治経済情勢及び自らの

く成業開発の現状と可能性について次のように説明した。郎お (1)r確かに
マレーが共産化されて， 折角の投資が無効になりはしないか， という懸

は， 宮本の経営者の抱く最大の不安であると思われるが，現地における惑覚

では， 特にそのような徴候は現不安見当らないリ ラ…マン政権はきわめて安

ており s マラヤ共康党のゲリラ活動も消滅しつつあム
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(2) スズ， ゴムを中心とするモノカルチュアの経済構造を持つものの， マ

レー経済は南米諸国のように急激なインフレーションが起る可能性は小さ

L 、。

(3) 戦後B本鉄鋼業にとってマラヤ鉄鉱石は枢要の位置を占めてきたが，

今後も安定的に鉄鉱石を輸入するためには， マレーシアの鉱山開発のみなら

ず，広く工業開発を援助するような投資が必要である。

このような大岩の状況判断に対して稲山は， 経済協力プロジェクトとして

民間企業が責任を持つことが望ましいという見解を示した。

ラーマン首相，稲山常務の理念レベルの合意を具体化する実務的交渉は，

マラヤ連盟党幹事長， T. H. Tan (陳東海)が， 行なうことになった。彼

はラーマン首相から信頼のあつい人物であり， 一般からは Ministerof 

Ministersと呼ばれ，政界及び経済界の実力者で、あーった。彼の「政治理念の

中には， マレーシアの将来を考えると， 経済を圧倒的に支配している華僑

は，マラヤと共存しなければならぬという考えがありパイの分け前を与えて

力の弱いマラヤを引き上げるとともに，協調しなければならぬとし寸進歩的

な考えがあった。その点がおそらくマラヤ独立の父といわれ， マレーシアの

多民旅複合国家としての問題点を誰よりも熟知していたラーマン首相の絶大

の信任を得ていた点であったろう。それだけに政敵も数多くあった。」

T. H. Tanは， 1960年2月八幡製鉄の系列商社であった入丸産業(富田

清治副社長)を通じて，稲山副社長にマラヤの製鉄所建設について申入れを

行ない，同年6月来日し直接交渉に入った。彼は「鉄鋼業こそは一国の基礎

産業であり鉄鋼業をもつことは独立国のプレーステージである。そのために

は工場は， 一貫製鉄所でなければならない。」そして， 生産規模も先進工業

国の水準に劣るものではなく「最低100万トンの工場」を考えていたのであ

る。マレーシアの市場や経済構造に適合した企業経営の合理性よりも「彼等

にとってまず大事なのは，彼等の名誉であり， マレーシアとしてのプレース

テージであった。」

こうしたマレーシアの国家的威信を実現するための雄大な構想は，交渉の
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過程マ修正され， より現実的な内容を持つ「基本覚議j が1961年6月23日に

調印された。関空宇にはいって鉄錦業界には，八幡製鉄によるパキスタン製

所建設，霧土製鉄のシンガぷ…lV，香港における製鉄所建設など東南アジア

に進出する計闘が持ち上ってし 1E式にまとまったのはこのγ ラヤワタ

1号であっ

稲山翻社長のザーダーシップの下に締結された「釜本交警察j に基づき，八

幡製鉄は島村常務を団長とする第1次調査聞をマラヤに派議し，製鉄所建設

のための基礎調うをすと実施した。島村団長以下6名は7月28ほから豪雪2週間の

段額で現地に向い， 31 Elクアラ/レンヅ-Jしにおいて吋ラヤ袋o致:財界な代表す

る間関側調査盟6名と合同の調査部を結成， 緊密な能力体翻のもと

開始

謁査団は， この間マラヤ逮邦副首相， 大蔵大震， 商工大艇， 鷺気通信大

T. H. Tan 与党幹事長らな際訪，主主事業に対してマラヤ連邦政府はあ

らゆる援助を行なう留の意見を交換した。マラヤ側のヌド許題に対ずる熱意は

きわめて強く，合同調議出結成式当日行われた謁査態歓迎パーティでは，現

職大限2名，次官4名，上詫議員4名，下院議員2名をはじめ，政財界のぞl

士を網羅ずる盛大な出席を得たほどであった。

このフィージどザディ・スタディに麗してマラヤ側から予備的調濯の結果

されており， 繍或は将来の製鉄所建設地の諦査さ討議院擦として，ベナン

対岸のヅライ，イボー南方40マイノレのノレム一人 首都クプラルンプールの外

港ポーいセ γテンハムおよびポーいデタソンの挟補地に絞って干まわれた。

さらに団事長野稼動計画において初期段潜での鉄鉱石供給源と考えられるイ

ボ…地区の供給事情について， これきと回転炉に{返照する観点から調査が行わ

れたO

4つの候補地のうち f支ずイポーが臨海工場の条件に会わないということ

で落ちたバこうした選訳の基準には， 段本における鉄議議の立地に関する

膿史的経験の著書積が存在した。 諜料立地を基本原則とじた， タタラ製鉄は，

砂鉄と木炭の供給地を求めてrlJ奥深く入りこんでいたが， 明治初期官営釜石
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鉱山製鉄所が建設されるにいたり， 鉄鉱石と木炭を詣売する原料立地の製鉄

所でありながらも，工場建設地は臨潟地へと大きく方向転換がなされた。

、て1901年に建設操業合開始した官営八幡製鉄所は，I=t滋大陸からの鉄

鉱石輸入を丹滑にするため完全な蕗海製鉄所の形態をとった。

握外原料に大きく依存する日本鉄鋼業の立地戦略は. r臨海一葉製鉄所J
った。八幡製鉄の戦後の経営戦略実現の第一歩であり.1海に築く製鉄

所Jの構懇の下に1956伴走費工， 59年9月に火入れした戸畑製造所の建設を藍

した技術者連が鵠海工場の条件当ど護課したのは当然のことであっ

だが横民地か したばかりのマラヤ連邦は， イギヲスの影響下にあ

り， マラヤワタの工場立地の選択にあたってもイギFス人顧問の配力があっ

下当時， 機城島にはチヤールトン氏とうタカン氏の 2名の英人麟問がいて

絶対の権力を擦っていたが， これがんム}トに決めよといわんばかりに高圧

的であった。ノレムートとすればとても議設予定中に公共事業の1J(， 電気，水

道等が間にあわない。 それに労務者も賂懇であり， 拠点、となる後背地もな

L 、。年間300万トン， 500万トンの工場建設なら意味もあろうが， 主語する

小説模工場には無意味である。J

もしイギヲス人顧問の指示通り立総会決定すれば，製鉄所の合理的経営は

不可能であり合弁食業は事業として失敗することは務白であった。不透1mな

場所に工場立地を強察する態度に直面して島村調査聞のメンパーは 1これ

は英国の と模概したのであった。

諮査の結果ヅライ CPrai)が，工場立地点、として選択されたが，その理由

~t.. 

(1) マレーシア政府が陣地域を産業複合体による重工業議点開発地域と

して指定し，発肢をはかつており， 鉄議議饗j哉としての広範な後雪地を有し

ていること。

(2) 北部80kmにケダ鉄鉱!11. 176 kmにイボ鉄諒rl~ と石灰石拡Ilrがあ

ることマ原料手当に便持で議ちること。

(3 ) ブライ)110)水が，工業用水に設用できるとともに関立火力発
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(1966年送電開始) が近くにあり， 送配電のロスが少ない状態で安定的に電

力を供給Lうること。

(4) 鉱石積出L港としてのプライ波止場が近くにあり， その拡張で十分

な港をもちえること。

(5) 木炭熔鉱炉用の木炭用原料としてのゴムの木が入手しやすいこと。

が挙げられたのである。

つまり「プライ地区は他の候補地に比較して土地，用水，輸送，原料供給，

労働条件，市場性等の諸条件について， 総合的に満足すべき条件が整ってお

り，将来の設備拡張，企業の発展に対する条件も十分に具備じている」と判

定されたのである。

この調査によって合弁製鉄会社は， 立地の正式の決定をまってただちに会

社定款，役員を決定し， 近く新会社を発足させるとともに工場の建設に着手

し得る見通しが明らかとなった。

島村調査団の成果を基にして， 1961年10月には，合弁会社設立のための準

備会社としてマラヤワタ製鉄 (MalayawateSteel Berhad)の登記が行わ

れた。この会社は私会社 (PrivateCompany)である。そして 10月15日八

|幡製鉄本社総務部に「マラヤワタ製鉄班J(宮崎八百一郎班長， 大岩泰副班

長)が設置され，マラヤワタへの技術協力の統括は一元的にこの部門におい

て行われるようになった。

さらに翌日月には稲山副社長が，マレーシアを訪問し，製鉄所建設と会社

運営のための，基本原則， 日本側の援助， 合弁会社における株式譲渡等に関

する「基本協定Jに調印した。

続いて1962年4月には，先に調印した「基本協定」を前提に，製鉄所の建

設，操業，機器の据付，運転に関する技術サービスの範囲， 対価，協定期間

等について「技術援助協定」を締結した。これによって八幡製鉄は， マラヤ

ワタ製鉄の工場建設操業に関して

(1) 技術援助の範囲:基本協定に定める第1期， 第2期に関する建設およ

び操業上の設計，助言およびノウハウを供与する。
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(2) 対価:マラヤワタ製鉄は，設計費等計画諸掛として一定額を八幡製鉄

に支払う。

(3) 八幡製鉄による要員の派遣:八幡製鉄はマラヤワタ製鉄の建設及び操

業に必要な要員を派遣するものとする。

仏) 実習訓棟:マラヤワタ製鉄は， その社員を八幡製鉄の工場における実

習訓練のために派遣できる。

(5) 協定の期間:期聞は発効の日から10年間とする。ただし協議の上更新

されうるものとする。

という内容の技術援助を行なうことになった。

次に1962年7月には，武田取締役計画部長を団長として，建設に関する基

礎調査を日的とした第2次調査団を派遣し， プライ地区全般の調査を実施し

た。この調査では立地の再検討，カメラン (CameronHighlands)発電所

視察，マラヤ鉄道修理工場，ベナンポートコミッションの見学， プライ川の

水質調査，マタン木炭地区の基礎調査を行ない，港湾，鉄道，電力，水，酸
20) 

素， 鉄鉱石， 木炭等関連部門の調査を進めた。 その他創始産業法関係， 特

許，労働，政治，富士製鉄が合弁設立による進出を計画しているシンガポー

ル製鉄問題等諸般の調査を行なった。

この間創始産業法の適用を申請していたが， 62年10月に認可が下り，マラ

ヤワタ製鉄は，パイオニア企業として，一定期間の免税，輸入関税の免税等
22) 

の各種の優遇措置が保証されたのである。

次いで63年9月ラーマン首相のマレーシア構想、に基づいてマレーシア連邦

が成立し，マレーシアデーには， 綾部運輸大臣が特派大使としてマレーシア

式典に参列した。

同じく 9月には，米倉・酒井調査団がマレーシアに派遣され，合弁事業に

必要な現地の資金事情について調査を行ない， 合弁会社の設立と建設工事が

開始できる準備が整った。 12月には甲斐文比古大使が経済協力局長から在マ

レーシア日本大使として着任した。同大使はマラヤワタ・プロジェグトの推進

を側面から援助し，特にマレーシア側の T.H. Tanと大蔵大臣 TanSiew 
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Shin等の調整に尽力し，八幡製鉄に対しては稲山社長のよきアドバイザー

としての役割をはたした。

1964年10月にはマレーシアのリム (Dr.Lim Swee A wn)商工相が来日

し，政府，財界首脳及び八幡製鉄首脳と会談し，両国の経済協力をさらに前

進させる事で意見の一致をみたのみならず，八|幡製鉄及び帝国製鉄安浦工場

を見学し，マラヤワタ・プロジェグトの推進に積極的に働いたのである。

日本・マレーシアの合意事項として

① 1億5千万マラヤドル (5千万米ドル)を上回る新規工業開発計画の

資金の大部分は日本から導入

② 新規工業開発計画に基づ、く工場建設， (鉄鋼関係， 製紙， ガラス，繊

維， 自動車組立)予備調査のため11月に日本から技術専門家の視察団を派遣

を軸とする広範囲な日本からの技術導入，企業提携計画がマレーシア本土で

積極的に推進されることが発表された。これに対して欧米企業は深い関心を

示した。

さて八幡製鉄内部では， 山田忠義取締役がアメリカコロンピア大学大学院

卒業 (1921年)と日本鉄鋼会， 日本鉄鋼連盟， 八幡製鉄を通じての長い渉

外，外務の経験を生かして，マレーシア， 日本， 世界銀行の意思疎通を円滑

ならしめ1.F. C.の副会長であった旧友の MartinRosenを動かして，

マラヤワタ製鉄への資本参加を要請していた。

また宮崎マラヤワタ班長は， 日本経済の昭和37年不況， 40年不況期におい

ても八幡製鉄自身が20年間の歴史の中で最も業績が悪く資金繰りに苦しんだ

時代に， よくマレーシアとの親密な関係を絶やすことはなかった}。マラヤワ

タ班は，稲山社長の「マレーシアのためになる仕事をやってあげることが，

やがて日本にプラスになってはねかえってくる」という経営理念に基づき，

プロジェグト推進の道をさくやったのである。

経理部も計画の段階でフィージビリティーの計算を40数回もやり直し，計

画の実現に向けて地味な努力を積み重ねていった。八幡製鉄内部には一部不

協和音があったものの，すでに述べたように技術協力の理念の明確なトップ
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-ダウンのプロジェクトとしてこの計画を成功させることこそが， 1960年代

に連なる日本の鉄鋼技術の海外進出への道であるという意識が強く働いてい

たのである。

苦しい不況期を乗り切り 1965年4月には， 八幡製鉄本社内の「マラヤワ

タ製鉄班」は廃止され代って 「マラヤワタ製鉄臨時建設本部」が設置され

た。岡本部は，製鉄所の建設推進の本格化に対処し， 八幡製鉄業務の基本計

画及びその推進についての連絡調整に関する業務を担当するものであった。

このような社内の業務体制の確立が進むなかで， 1965年 5月にはラーマン

首相が来日し，佐藤首相と会談を行ない，経済協力の推進を確認しあった。

さらに稲山社長ら八幡製鉄首脳との会談によってマラヤワタ・プロジェクト

推進の為のマレーシア政府の積極的な姿勢を示し，製鉄所の早期完成を要請

したのであった。

1)大岩泰 (1957)1ケダー・イポー鉄鉱山紀行J，11鉄鋼界~ (昭和32年 l月号)p.40 

2)大岩泰 (1981)1マラヤワ夕日誌Jmimeo. 

3)大岩泰 (1981)1マラヤ木炭銑事始J11鉄鋼界~(昭和56年 7 月号) p. 48. 

0大岩泰「マラヤヲ夕日誌」
5) rマラヤワタ木炭銑事始Jp. 49. 
6)日本経済新聞，昭和36年6月24日号

7) T. H. T~m マラヤ代表あいさつ

「島村団長および御出席の皆様，われわれは本日東南アジアにおける最初の製鉄工

場建設の計画に，相互の友好と協同の精神を基に出発しようとしています。

私が先般訪日して，貴社副社長との聞に栢互協力の基本協定を調印して間もなく，

貴社が今回の調査団をマラヤに派遣されたということは， 今日その優秀な技術と経営

とによって世界的に抜きんでている八幡製鉄の皆様のみならず， 日本国民全体の誠実

と熱意とを端的に披盟主されたものと信じます。

私は， 今回八幡製鉄が島村氏を団長とするエキスパートを派遣され，入丸産業もこ

れに協力することによって，マラヤが東南アジア， さらに世界の経済界に立派な足跡

を確立するときが，将来必ず訪れるであろうと確信しております。

この計画にマラヤ側が占めるべき役割については， 私どもは日本こそ工業の指導者

として，われわれを援助し支援していただけるものと竪く信じております。

日本は今や自国の鉄鋼業の急速なる伸展・拡充に当つてなすべき仕事が山積してい

ます。 しかしその唯中にあって， 貴下が当計画達成のために来マされたとし、うこと
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は，ひとしお感謝にたえません。私は，私どもの受入れの準備態勢が貴下を失望させ

ないものであることを望んでやみません。

私は，この調査団に参加するマラヤ側団員に対し， 日マ合弁製鉄所の建設に第 1歩

を踏み出す今回の輝かしい調査に当り， 全力を傾倒するよう要請しております。われ

われは， 本計画に対し万難を排してお役に立つよう最善の努力を惜しまないものであ

ります。」

島村団長あいさつ

「本日， ここに日マ合弁製鉄会社“MalayawataSteel Ltd "の建設計画を推進

するための，第 l函合同調査団の結図式を行ない， 調査団が正式に発足する運びに至

ったことはまことに喜びたえません。

本製鉄合弁計画はマラヤにおける IndustrializationSchemeの最初の製鉄所で

あるみならず，東南アジアにおける最初の本格的な規模の新製鉄所建設計画でありま

す。しかも，これがマラヤと日本との合弁事業として，両国の緊密なる協力と理解の

上に築き上げられる計画である点に， 私どもは大きな誇りと喜びとを感ずるものであ

ります。

本計画についてはすでに発表されているように，第 I期計画においては， ロータリ

ー・キルンによる海綿鉄の生産と， ピレットを圧延する棒鋼の生産を計画しており，

さらに第E期において， カメロン水力発電所の完成に歩調を合せて，電気溶銑炉およ
び電気製鋼炉の設置と， さらに圧延鋼材における能力の増強を図って銑鋼一貫体制の

確立を計画するものであります。

われわれの一貫工場の計画は， 決して宣伝効果をねらった机上プランでもなければ，

現実を無視したベーパープランでもありません。

マラヤにおける原料資源を考え， マラヤ市場の需要を考慮に入れ，さらに将来のマ

ラヤの工業化計画を想定した，きわめて現実的な計画であり， 同時に将来の輝かしい

発展を構想として描く野心的な計画であります。

われわれは，この日マ合弁製鉄に必要な，あらゆるスタップと最新の技術とを投入

して，東南アジアにおける最初の製鉄所としての栄光を担う本製鉄所を建設すること

に，あらゆる努力を惜しまないものであります。」 八幡製鉄株式会社『営業旬報~ 1. 

Sep.， 61， p.9-10. 

8) rr炎とともに一八幡製鉄株式会社史~ p. 749. 

9) 八幡製鉄『営業旬報~ l.Sep.， 61， p. 9 

10)1"マラヤ木炭銑事始Jp. 50.. 

11)黒岩俊郎 (1976) rrたたら一日本古来の製鉄技術~ p; 196-215 玉川大学出版部。

12) rr炎とともに一八幡製鉄株式会社史.!I p. 45-47. 

戦後日本鉄鋼業の圏内立地応 良好な港湾が建設しうる地域特に太平津および瀬戸

内海の臨海部が主要製鉄所立地点、となった。
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通産後委主礎産業局 (1973)11' 70年代の鉄鋼業~ p. 147…14ヲ 滋潟産業潟霊祭会。

一方アメリカ鉄鋼業の iヲ10~72年の間における立地は， ベンシルノミニプからシカ

ゴ， グリーブランド，デトロイトへとilJiへ移動している。従楽の歴史研究では，生窓

口ストの地域差が立地に大きく関係しているとされるが， それよりもむしろ鉄鍛議要

そが援要である。室長編格の燦料と鉄線市場への良好な供給体昔話

が立;泌を決めている。こうした見解については，

John S. H程gmanc1ヲ78)“AnAnalysis of the Changing Location of Iron & 
Stee! Production in th母 Twenti悦hCentury" The A綴ericQ1事EconomicRev-

iew， March 1ヲ78.p. 123-133. 

13) rマラヤ*fJだ銑事:総Jp. 50. 
14)海外技術協カ調査団(1ヲ66.1)IF策禰アジブ6ヶ国鉄鎖業開発拡充計爾.ll p. 171. 

マラヤにおける電力悪事業の起源と発主義はスズ鉱業の発援と務綾に結びついている。

ベナン州はマレーシア第2の都市ジョージタウンなかかえており， 中小都市にも人口

が多い。ベナンは海峡績民地として学くから潟業的に発展した歴史をもちスズ製談所

もiヲ世紀末に関かれた。さらに20君主紀初頭には都市周議カ生皮も始められたG このよ

うにプライは鉄鋼楽に不可欠の電力供給のインフラストラタチュアが整脅書されていた

のである。 王子戸幹夫(汐76)IT'マラヤの地域書審議一形淡と変容.llp. 55. 78 

拓殖大学海外事情研究所

Praiの工業団地は， Butterworth近辺の広大な工業地篠宮なしており，この地域

では各緩ヱ業総長互の銭安明書獲にするととは難しい (Maな.Bagan Serai E! fII貿易地

域.Prai Wharf自由貿易地域などの工業地区がある。)

Prai工業団地 CPr討 Wharf自陶貿易地域および PraiE! Eお貿易地域とは別)札

合計13ヲ2.9品…カーを館発し. 76生t:5J:J現在1，122.4品ーヵーが空いている。

この主主繊の他の工業団地と問機札 r華客機造は充実している。 またこの地域に進出
する念業はいすzれも，公害紛除設備を各自裟鍛しなければならない。

賃借期滞は60年， 1資提話料は品…カーさ当今年間695マレーシア・ドノレ， 権利金vi.平
方ブィート当りし20マレ…ジア・わしである。この団地はあらゆる種類の工業を受入

れる。

JETlえO.海外緩済情報センター(1ヲ77.2)WilJiマレーシアの工業団地.ll p.80ω84. 

15) r炎とともに一八幡製鉄株式会社党.ll P.746. 
16)八幡製鉄『営幾匂毅.ll1. Sep. '61. p.ヲー10.

17)総本国内では1961若手るJ:l23S稲山剥社長とす.H. Tanの間で が調印さ

れたのが， 袈尽の防ヌド経済新聞， 務日新罪者，鉄鎖新開号事の各紙に事費返された。 Dr.

Lee Poh Pingによれば，これはマレージア調内では報道されなかった。マレーシ

ア圏内では 11廷の稲出鋭校長の訪問による「基本協定著書J務印後はじゐて報道された

のである。きわめてインブォーマんな側部をど残す「宣言察J(memorandum)は正式マ
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はなく「協定j{Agreement)が1E玉主であるとするため勺あろうが，なにゆえにぜレ

シア閣内の発授が半年期おくれたのかは環夜のところ未苦手マある。仏関 Poh

Ping; ]apan's Decision to Estab1ishMalayawata. p. 25-26) 

The Str泌総 Times(1961. 11. 17)札 rプライ議長互に60千万ドノレの合弁製鉄所
ブPジぉグトJと，大自?な見出しをもって報道した。

基本協定認印後の記者会見で稲山副社長は?ラヤ線内でのヱ場建設と操芸誌が鉄鉱石

輸出には，影響た与えないこと， 通常事会出向けには適さない高品位鉱のみが， この製

鉄所に使用されることを保障した上で， このプロジ品グトの3察本的検i絡について次の

ように述べた。

「製鉄所をもっている閣は， どんな悶でも鉄鋼が基礎的な必答品である理由によっ

てその溺の工業化に関して非常に有利な立場にある。Jrこういう観点から考えて，我
々はマラヤの友人漆が，原料としてマラヤの鉱石毛k後い， マラヤ人の手によっ

される製鉄所を建設するのを援助ナる決3訟を留めたのである。Jrこれが我々がマラヤ
と協同する事役決意した基本的原理で、議うる。jrこのブ開ジ z クトは日本人の観点から
みて，単に災利的な限震ではなく，友好を蒸礎にした合弁建築業を意味している。jとo

The Straits Times， November 17， 1961. 

18)宮炎とともに一八幡製鉄株式会社史JJp. 746 

『サラヤワタ製鉄株式会社設立計樹税llJ3蓄JI(昭和37年6月)P.45. 

19) IJ.炎とともに一八幡製鉄株式会社史JJp. 747. 

20) rマラヤ木炭銑義務姶jp. 50. 
21)大袋署惨 (1録。「マラヤワタ製鉄年譜Jmimeo. 

22) Ii'炎とともに一八機製鉄株式会校長ミJJp. 74か747.

23) 1ヲ邸主F・3月には首都ダブラノレンプールにおいて日本主義主義見本市が関かれ， ラ…マン首

相が開会のテープカットな行なった。 民主総鉄鏑事会総組合も例会社の製品を一指して主義示

して， 日本の鉄鋼製品のPRにつとめた。参加した多数のマラヤ留氏の臼本の工業技

術に践する認識を深める機会役作った， 日本鉄錦織均組合(1974) Ii'S本鉄鋼輸出総

会二十年史JJp. 132-133. 

24) IJ.炎とともに一八幡製鉄株式会役史JJ p.747. 

25)大勢森氏面接記録(I予知.3.) 

26)朝臼新潟 昭和3翌年10Ji5 S号。

27) III沼忠義氏明治42年lJj生まれ，昭和27年八綴製鉄入社，本社渉外務長，昭和32年本

社外務部長，昭和36年参モム昭和37王手取締役， 昭和43年専務取締役の経援が示すよう

に業界及び入幡製鉄の対外交渉に敏腕なふるった。

八綴製鉄『有価証券綴告審JJ('66年3月)p.ヲ.

Lee Poh PingC!ヲ77)“]apan's Decision to E語録blishM語layawat説" p. 21ゅ

2ヲ.



28) f37年不況に対して， 作薬会環イヒ， 経費節減などコスト削減にあらゆる努力者ど餓注す

るとともに，生E安調繋，輸出紘フたなど:)反主主対策も強カに推進じt;:.o しかし深刻な不況
の影響は逃れえず， 37年下期?とは利益はわずか7滋円，売上潟利益率も 0.7%という

惨たんたるありさまとなった。J

『炎とともに一八幡製鉄株式会社史~ p. 5ヲ6.

29) fマラヤ木炭銑芸評始Jp.ゆ.
30)大表者奪民街接記録 (1ヲ81.3) 

第 2号第32巻経済学研究?の (346)

合弁企業7{ラヤワタ製鉄の設立4-3-2 

日本企業の?レーシア選出1. 

ように60年代後半から本格日本企業のマレーシア進出は第4-9
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認可件数1f. 

lヲ56

59 

60 

61 

62 
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6ラ

66 

67 
125 

盤整林水産業及び鉱業も含tr。
: JETRO Kuala Lumpur事務所資料より作成。
釘;本軍主外食業協会(1ヲ76.3)W発展途上箆に対ずる投資行動の指針ー爽

賎状況滋地調査報管(マレ…シア線)JJP. 21 

〔注〕

出所〕

69 化した。マラヤワタ製鉄が認可された65年には年潤わずか6件であるが，

年以降急増した。民騎企業による合弁事業の形態をとる投資が中心であり，

木村といった資源開発投資からスタート L他の分野におよん

でし唱。1970年3月末の投資実綴は@証券数得59t牛， 2，291. 8万トツレ，(2)債権

1， 235. 5万ドル，@交感12{lt， 64.1万ドノしとなっている。 ま

コ。品、，

取得15件，

鉄鉱石，
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10表?こ示すように，製造業34件 (57.6%λ4 出企業の業種部内訳は，

その他25件 (42.3克〉である O

マレ…シアに対する進出企業〈証券取得)

の業猿翌IJ内訳 (1970.3.31現在)
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滋産量後『緩済協力の現状と問題点 (1970年版)p.2ヲ3〔出所〕

蕊鉛鉄板議長選，

61年4月認可)，マラヤワタ製鉄，それに SteelPipe Industry of Malaysia 

〈伊藤忠，川崎製鉄49%出資，鉄パイプ製造， 68 

全体のわずか5%にすぎない。

鉄鱗合弁企業に

49%出資，

4月認可〉の 3社であり，

鉄鱗関係は FederalIron Works (野村貿易，

このように鉄鋼商社が参画しており注浴に値する O

「海社をパートナーが，製鉄所建設を伴う海外投資ブ口ジ z グトにカメ

市場状況などの産業政策，税制，由は，第一に，海外の建設言十回，とず

政府との交渉などに関する機能をトナーの選定，情報を得さらに璃切なパ

計画を具体化すればプラント納入，製品販売等に関

する高社機能が援要Jになってくるためである。

科用するため，第二に，

また現地政府の輸入代替的3二業化政策の動きをまず把握するのは商社であ

それま

それに現地企業の者が合弁金業

り，商社依存の間接輸出から現地生産への転換が行われるに醸して，

で関係てど保っていた日本の商社と製造企業，

のパートナーとなる場合が多いためで、ある。 とう

さらには現地の資本家グルー

マラヤワタ製鉄の場合札

八機製鉄，海社，した~畷向唱さ先取りする形で，
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ブ。が1'-""""""トナー句として参歯している。

2. 八機製鉄グループの参甑

日本のマラヤ工業化援助の為のマラヤワタに関する稲山構想には，

(1) 八幡製鉄が代表になるが，資本，技術，情報等を中心に岡本の産業界

の協調の下に実績されるプロジェグトであること。

(2) 後進腐の工梁化の為の経済協力は本来先進爵の致府が国際平和の?グ

P的立場から実施すべき事業である。民簡企業が政府のfjなうベ

行するのであるから，政府比融饗，外交等の行政留で援助すること。

(3) マラヤへの経済・技術協力は， 日本一爵が行なろべきものではなく，

広く世界の先進国が後遊間合援助するという文脈の中で行われるべきであ

る。それには世界の世論の支持と隠霊祭機関による資金面からの協力が必要で

あること O

(4) 中心課題はマラヤの工業開発である。マラヤ側のイニシアディブを等

しマラヤの資本，資源，人材を活用し， 民本ほおくまでも協力衰の立場

にとどまること O

仏) 合弁企業の設立をともなう大規模投授の必要な事業であり，できるだ

けマラヤ連邦政府の公認し， 支援するナショナノレ・ブ戸ジ品クトに近づける

こと。

という基本的理念があった。こうした理念に基いてマラヤ側の間賠擬起を受

けて， 1961年10月のマラヤワタ製鉄の発足以築工場建設を経て67年8月の第

u議炉火入れによる操業にいたるまでには， 幾多の解決すでベをす難問が横たわ
っていた。

サラヤワタ製鉄の設立と経営に結びついた出資者と経営者は，第4-11茨

にみるように大きく変化している。会社も1961年初月初日に登録された私会

社 (PrivateCompany)から， 66年4月28自の公開会社 CPublicCompa-

ny)へと性格が変化し， よりマレーシア社会に駒込れた存在となっている)。

こうした創設期の出資者，経営者のはげしい交替は，そのまま γ ラヤにお

いて技術協力の理患の下に一貫製鉄所の建設がいかに困難であったかを示す
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ものである 0

1961年6月の f基本覚書Jの調路段階で明確にされていなかった八幡製鉄

右中心とする日本側出費者の綴成， これに対応した T.H.Tan をや心とす

るマラヤ鱒の組織作りと. 1 FCの出資な実機とするマラヤワタの大規棋な

譲戒がえについて以下において詳しく検討してみよう。

八幡製鉄は，合弁企業マラヤワタ製鉄の設立に酷し， 鉄鎖おの輸入と鉄鏡

製品の輪出を議して現地マレ…シアと密接な関係書ピ持つ商社を共同出資者と

して選定した。八幡製鉄と調達が深い商社は「十日会Jである。

段会とは， 日本製鉄指定商社のうち11社〈日商は1950年4J'!fこ加入)が

毎月四日に築玄り， 日鉄の口…!1--状、友，デ担パリ状況の情報を開いていた。

この会合は1948年発足したが，その名称を十日会としたものゼある。

十日会の加入会社は日鉄分鰯後も簡土，八幡湾設の指定問屋となり変遷を

新日鉄の指恕潟社となり今日にいたっている。

室町物産 (53年7月，三三井物産)丸の (54年g 三菱商事〉

木下商!古 (60年10月，木下商〉氏全て十問会のメンノミ…マあり，鉄鉱苓，

災等の鉄鋼原料の供給と鉄鋼製品の販売， 橡式の持ち合いも千?ないそれぞ

れ八幡製鉄との関係は緊密であっ

入丸産業{械は， 1953年4月にメーカー27社，商社説殺をもって設立された

日本鉄鱗輪出組合において， 創立持をf誉めて 3類商社{慰霊記事の織にあり，

鋼専門鶏社としての地位を関めていた。

開族会社的f色彩を持っていたが， 1961年4FJの噌資に際して入縮製鉄，富

ごと製鉄その組関係取引銀行等の出襲安得て，資本金8議250万円に増資， さ

らに間年9月爵係取引メーカーおよび諮喪家の出資を得て，資本金持議汚に

増資

八幡製鉄の入丸産業への株式投資は， 1961年9月現在， 1鍵S千万円にの

ぼり，八幡製鉄が筆蹟株主の地位にあることにより系列商社としての性格を

O 

入丸産業は，マレーシアからの鉄鉱石へ買付けと八幡製鉄を中心とする鉄
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鋼製品の販売の為マレーシアの経済界との関係が緊密であった。

マラヤの鉄鉱山開発は「日本商社の触手の対象となり甚だしい場合には，

30~40もの請求が一鉱山に対して繰り返された」のである。新規鉱山開発よ

りも安全な「既存鉱山に対する商社の先鞭争し、」があり， 日本商社が「海岸

近くの小規模鉱山に蟻のごとく集まったJという状況であった。

だが大手総合商社は，経営の危険率最小を経営原則とするため， 危険率の

高い鉱山開発に必ずしも機敏に対応するのではなかった。

ここに中堅商社の活動する余地が存在し， 鉄鋼専門商社入丸産業もマラヤ

の経済界特に華僑と強いコンタクトを持ちながら事業活動を展開した。この

接触から華僑の実業家でもあった T.H. Tanは，入丸産業が八幡製鉄の系

列商社である事を見こして， 八幡製鉄との交渉のチャンネルに選んだのであ

る。八幡製鉄はこの情報ネットワークを重視し，合弁事業のパートナーに加

えたのである。

入丸産業のマラヤ現地での営業活動は， マラヤワタプロジェクトの推進に

とって重要な役割をはたした人物を発掘した。その人物とは戦前に中国にわ

たり戦後はマラヤに在住していた喜多 (KitaHiroyuki)である。

彼は長い中国生活によって身につけた中国語をきわめて流暢に話すことが

出来，マラヤ財界にその存在が広く知られる人物であった。喜多は，入丸産

業のマラヤにおける営業活動のアドバイザーとしての役割を持ち， マラヤワ

タプロジェグトの推進にあたって， T. H .Tan と入丸産業さらに八幡製鉄

の間の調停者 (mediator)の役割をはたしたのである。

T. H. Tanの記者会見によってマラヤ現地で公表されたマラヤワタ製鉄

設立計画は， 1961年11月17日現在，喜多と竹縄，荒木，武田，今井，大岩の6

名を日本側の取締役 (Director)に指名していた。

木下商店は，八幡製鉄十日会発足時，メンバー12社のうちに入っていた。

木下産商は， 1960年10月木下商庖の営業部門が独立して設立された会社で、

ある。鉄鋼， 非鉄金属， およびこれらの製品その他各種の金属類， 製鉄原

料，鉱産物その他各種の製品を取扱う，八幡製鉄指定商社として活動してい
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た。マラヤ連邦の鉄拡山開発にも日鉄鉱業の技術的協力安得て進出してお

り，マラヤ鉄鉱はiへの関心会強く持っていたのである。こうした状況会背笈

にして稲山社長と木下塗商木下茂投長との個人的親密さが誘悶となり，木下

麓商も合弁事業に参画したのであ20
日鉄諒業{絡は，1939年5月日本製鉄の全額出資によって設立され， 日鉄

の京料部門をt飽き詩ずる小会社として位畿づ、けられていた。日鉄と B鉄拡畿は

f親子兄弟の関係j にありきわめて緊密な結びつきな持っていたのである。

すでに述べたように19必年日本製鉄， 帝言語製鉄と協力して f'""'<"ライ製鉄

所jを建設し，操業に挑戦した経験を持ち，戦前からマラヤ鉄鉱山路発への

関心は強かっ

日本製鉄解体後も八橋製鉄は， ヨ鉄鉱業の株式所有を続け1952年9月に

10.4%，59年3J:1には15.35%(いずれも株式総数に対する比率)と筆頭株

主の地位合点めた。日鉄鉱業は，八幡製鉄に鉄鉱石と石炭を供給し両社の

緊密な関係は持続していた。

さらに日鉄慈業は，木下室主商からの依頼により 1959年から61年の践に3罰

にわたってマラヤ・クァンタン鉄鉱山令現地調査し62年以降援鉱，選鉱，分

析などの投術指導を実施したほか，パカ， スンゲィ担ックの岡鉱山の調査を

実織した。日本器内の鉱山隠発による鉄鉱石と石炭の八幡製鉄への供給に加

えて，商社である木下産商を技術的に支援する形で，癒接マラヤ鉄鉱山との

繍係~持っていたので、ある。こうした背景のもとに日鉄鉱業はマラヤワタ製

鉄に参鰯したのである。

1962年6月現在における日本側出資者は， 八畷製鉄， 日鉄鉱業， 入丸蔑

木下産商4社である。八幡製鉄の原料部門である日鉄鉱業と務社部門で

ある入丸葉業は，八播製鉄合中心とする強力な企業集団安形成している。

弁企業にはまず八幡製鉄グループが参臨し木下産荷がこれに加わるという

形をとっている事にこのプロジェクドの初期の特徴をみることができる。

第4-1B受にみる出資者と出資比等誌をもってマラヤワタ製鉄の設立が許翻

されたのである。
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以上のような背景の下に合弁企業の設立が計関されたのであるが， 八機製

鉄主主中心とする計酒主体が，合弁企業設立の絞営環境， 間的， 意義等宏どの

ように抱援していたのであろうか。八幡製鉄の「マラヤワタ班jのスタップ

が経営者離Ilj嘉箆の経営態念をどふ変えて， どのように内外のデ…タを分析総

合し状況判断念下したのか fγラヤワタ製鉄株式会社設立許韻税務議』に

てもらおう O この説明議作成の図的は， まず八幡製鉄内部の不協和音をど

打ち鴇すものであり，出資パ…トナーとなった入丸藤業， 木下産商， 日鉄鉱

業の経鷲者の賛意を得るものでなければならず， さらには議産省，大蔵省等

合説得しうるものでなければならなかっ

「合弁会社設立に隠する現地の情報Jとして

(り ?ラヤ連邦の政治的安定

(2) 経済的な安定と発展

(3) マラヤ政府の産業奨励政策

ω 安定した原料鉄鉱石の供給
。)燃料およびその飽の供給滋の保藍
(6) 労働事情の安定

6の項目にわたって詳しい検討を加えている O 計劉王立案者は， まずγ ラヤ連

邦が， ラーマン誘拐を首班とする連盟党が圧備的に障民に支持され安定して

いることを指摘している。 fマラヤにおける共渡勢力比 1948年7月藤邦政

府の非合法化と非常事態笠言があったが， マラヤ政府の徹寵した治安対策が

効きと奏してかげをひそめ1960年に非常事懇宣言ぎは解徐されたj と述べて， 日

本の経営者が最も心恕しているマラヤの政治状勢の安定とカントリー・ザス

夕方:小さい事を強調している。

次に?ラヤ連邦の経済構造は， ゴムとスズの生産と輪出に依存している

が，貿易収支は館経をど記録し，間際収支は安定している。又鉄鏑欝要は，伸

長が期待されるとし，将来結成されるγ vーシア連邦においてもマラヤは，

その中軸となると考えられるとしている。

支たマラヤ政府の遺業政策が，経済の多様化と近代化合図ること
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課賜としており，民騎企業発艇のための外資導入にも意を用いている。合弁

製鉄事業は，創始産業法の適用が期待され，所得税免除， 関税保護，必要な

諸資材の輸入税減免措壁が其号待されうるとして，マラヤワタ製鉄が， マラヤ

政府の支持と保護が与えられる事業であること含強鵠している。こうしたγ

グ口な政治・経済の経営環境に加えて， 災体的に製鉄業を経営する上で間態

となる製鉄察料，燃料， 労働力が安定的に供給される遂事をのベ先に指摘した

輸入代幸子による市場の安定設に加えて，合弁製鉄企業の経営が安定しうると

述べている。

このような現状把握と状況判断に基づき，次にγ ラヤワタ製鉄設立の趣旨

として次のように述べている。

r -"ラヤ連邦は，東南アジアでも政治的・経済的に安定し， また将来を期
待しうる樹の一つである。わが欝と開聞との従来から緩めて友好的な関係に

あり，特?こ我が隈鉄鱗業に関しては製品の輸出市場および鉄鉱石の供給地と

して非常に深い関係を宥してきたことは周知のとおりである。

しかしマラヤ連邦においては， 現在いわゆる製鉄工業は皆無で、'隠簡にお

ける鉄鋼需要はすべて輸入に依存している状況にあり， かつ今後における鉄

鋼需要の増大は当然考えられるところである。 この?ラヤ連邦においては

1956年ないし1960年の第1次5ヶ年計揺につづき1961年ないし1965年の第2

次5ヶ年計画な樹立して経済開発を推進しているのであるが， この趣旨のも

とに鉄鋼事業の合弁共開計瞬につき協力さどわが闘に求め， その具体的な護助

言ど八幡製鉄に要請してきた次第である。

ずな'わち本合弁事業の趣旨は， マラヤ連邦政府の第2次以降Sヶ年計画に

よる経済開発計調の趨陵にのっとり γ ラヤの製鉄資源安開発しその有効利

用きとはかるとともに日・マ共同して鉄鉱石から鋪材までの銑調理一賞作業によ

る製鉄事業念行なうことて?あり， このような発展途上にるるマラヤにおいて

その産業経済の開発に， ヌド邦の技術と資本が提供されることは， 日・マ間菌

の経済jニの友好語力を促進ずるよに獲するところ大なるものがあると考えら

れ， 人総製鉄をはじめ， 日鉄鉱業， 入九産業， 木下主主荷が本事業に参麗し
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て，全轄の協力と護助役行なうこととしたゆえんもここにあんと。

1955年2月のラ…マン吉相の協力要請以来季 T場H;Tanの執念にもえる φ

八幡襲鉄との交渉を持なうこと 3年余を経て， この一文に表現される問的役

もってマラヤワタ製鉄の設立議長織がととのえられたのであるc

だがその後の設立準綴の議行過程で木下産商が倒産するにいたり，合弁事

業への日本側出費者のメンパ…は変った。

1965年6月木下産磁がささ井物産に営業権を譲護L， これによっ

は鉄鱗部門の強イとをはたした。そして三井物産が木下控商のプP ジェグトを

引き継ぎマラヤワタに参幽することは，連鎖反応を引きおこし，

参i理念生み出した。

三三井物産とならんマ我が閣の~表的な総合海祇:であり， r十

日会Jのメンバーでもある。 木下産商に代って三井物産が参観ずる?こいた

り，八幡製鉄広廃業界の協調の観点から三井物産と対等の立場で三議商事

の参闘を呼ひ万込けたものといえよう。

これ誌日本の産業界をあげてのウジミナス・プ口ジェクトにおける商社の

実績からすれば当然の結論であろう。 1960年 7 月 ~63年12月設でのウジミナ

スへの77件のプラント輸出には，三菱商事::三井物産，木下商!乱 入丸産業

ら15社が契約商社となっている。

このうち三三菱商事は3 第1位で15件 (19.5%.)三井物産は，第4伎で8件

00.4 %)， *下溺詰は，第8位で3f宇 (3.9%)，入丸建築は第10位で2件

(2.6%)を取扱っている。

一企業の立場会はなれて同組友好親義，経済協力を践擦としてヲ…ダーシ

ッブを発揮した八幡重量鉄は， γ レ…シプへの技術協力についても毅業界の協

調の下にこれを達成す?るには， ウジミナスでの実緩を十分尊重しなければな

らなかったのである。

製鉄所建設の協力依頼が入丸産業合議口として八綴製鉄に申込まれたた

め，入丸産業が合弁事業に参画ナずるのは当然であった。

八幡製鉄は，パランス上大手の総合商社である三井物産，
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参爵を呼びかけることなく， 中堅商社である木下産商に入丸産業とi湾じ出資

比率きどもって参闘を呼びかけたのである O

稽山副社長のこの意患決定は，単なるパランス感覚だけで、なく， ，日財調系

企業の参画には， 血鏡問題で大きく燃え上る可能性をはらんでいたマレー

シアの泰僑の反日感情を考慮し， 慎重な態度をとった舗面も考えられるだろ

う。

ともあれ第4-11表にみるように大手総合商社掲のバランスの論理が働ら

き仁木下康商の出資分7%をそのまま三井物産が引きつぎ， これと全く対等

の条件でさ三菱商事が新たに参欝したのである。中堅商社入丸藤業はこれと対

等に立つことなく 7%から 4%に出資額を減少さ佼， 日鉄鉱業もこれに引き

ずられる形で10%から6%へと縮小させたのである。

ここで設殴すべきは， 1962年6月と関様， γ ラヤiJld51 %， 日本側49%の

出資比率が守られたことであり，八幡製鉄が当初からg本側!の他社の出資比

率の合計24%よりも大きい25%きと保持しつづけたことである。これは名実と

もに八幡製鉄がこのプロジ aグト捻進のや心的存在であることを示すもので

ある。

3. T. H. Tanグルーブの参醤

発展途上菌にとって総合的装置型産業たるー質製鉄所の建設と経営は， 問

領内に新しい社会・経済システムをと創出することを意味している O

本の長期にわたる集中的投資と巨大プラントに対認したa大経営組織の出現

は，伝統社会に強力なインパタトを与える。

さらに製鉄所の建設と操業が外関資本と技術導入によって苛われる場合，

問題は一層複雑になり， 関誌レベルの合意と社会各階層閤の利害調整が必要

である。そして社会各階慢の能力をフノレに引き出し組織すること郎ち緩留者

能力の開発，管理者・技術者，労働者の採用と教育訴練及び合理的経営組織

の設計書挙結Iiに関連した照題群の解決には， 明確な理念とリーダーシ γプが

必要友される。

工業開発によるイノベーションを推進する 社会的に未成熟
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の段階では， その役割を担いうるのは他の産業部門において成功した経営者

か政府とその官僚である。

マラヤワタ・プロジェクトにおいて注目すべきは"商業会社の経営者であ

り，国民に支持された政治家で、もある T.H. Tanがプロジェクトの初期の

段階で大きな役割をはたしたことである。国家的・民族的威信の実現， 自ら

の栄誉とプレステージを求める情熱を原動力として，近代国家にふさわしい

100万トン一貫製鉄所建設のビジョンを打出した T.H. Tanは，基幹産業

という新しい社会，経済システムをマレーシア社会に創造するためには，登

場すべくして登場した人物であるといたよう。

国民各階層の利害調整は，政治の機能であるが，新しいシステムの創造に

は利害調整が不可欠であり， これは政治的たらざるを得なし、。問題解決の特

質に加えて連盟党の幹事長とL、う立場が， T. H. Tanの行動に一層政治的

色彩を与えることになった。

合弁企業の設立という新しいシステム創造には強い情熱と実現に向けての

執念が必要であるが， T. H. Tan は自らの個性を十全に発揮したのであ

る。

彼は社会的立場をフル活用し， リーダーシップを発揮して 7 ラヤ各界の指

導者を組織し合弁企業のノξ-]:ナー・グループを結成した。

それらの人々は押鐸たるマラヤの実力者連であった。(第4ー11表及びそ

の注参照)

J コー・カイ・ボー (KhawKai Boh) :会社取締役，弁護士としてマラヤ

の第1線で活躍し，法曹界の大物である。又i T. H. Tanの顧問弁護士を

つとめている。

チャン・コン・ホン (ChanKwong How) 連邦上院議員，会社取締役

また華僑有数の鉱山業者で錫協会長をつとめ錫業界の大物。

リム・ヒィー・ホン(LitnHee" Hong) ，:連邦上院議員， 会社取締役，

観光事業，貿易業等の有力者。 内

ダトー・ハジ・モハメッド・ノア・ピン・lオマール (DatoHaji Mohamed 
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Noan Bin Omar) :会社取締役，上院議長としてマラヤ政財界の実力者。

ダトー・グルニア・ジヤサ・オスマン・ピン・タリブ (DatoKurnia 

Jasa Osman Bin Talib) :会社取締役，中央電力総裁。

以上の6名はマラヤワタ製鉄設立に際し (61年11月17日発表)，全員取締役

(Director)に指名された。社長 (President)は T.H. Tanである。

こうして T.H. Tanの情熱，執念，努力によって設立されたマラヤワタ

製鉄L ひとたび創り出されると， 今度はそのシステムを保全し運営する技

術的・経営的に合理的で冷静な知的能力即ち工業経営者としての能力が必要

とされる。 T.H. Tan の商品の買売と投機による短期利潤の獲得を目ざす

華僑実業家としての資質と利害調整を中心とする政治的アプローチでは，一

貫製鉄会社の経営には，その能力が不足する面が出てきたのである。

第4-11表にみるように出資額の40%を個人的に投資し， 日本側の八幡製

鉄の 25%を上まわった。これはマラヤワタプロジェグトが， T. H. Tanの

個人事業であるような印象を人々に与えるものであった。合弁企業設立に向

けて発揮された強力なリーダーシップも場面によってはコンフリクトを生

み出す原因となる。彼の強烈な個性と能力は，政敵をも生み出す事になり，

Tan Siew Shins大蔵大臣との対立は，国家と民族の威信をかけた一貫製

鉄所建設が本来的にナショナル・プロジェクトであるにもかかわらず，マレ

ーシア政府がマラヤワタ製鉄を創始産業に指定するにとどまり，融資にまで

踏み出さない結果をもたらした。

文字通りオルガナイザーとして合弁企業の組織作りに敏腕をふるった T.

H. Tanは，巨大プロジェグトに個人的色彩を強く出しすぎたが故に，工場

建設，操業の段階になって経営者から退陣しなければならない必然性が存在

した。

一貫製鉄所の経営を個人的事業から政府が支持し， 一般大衆も参加しうる

より社会的な経営とするためにはまず私会社から公開会社への転換，株式の

公聞が不可欠であった。これは1966年4月28日に実施された。

対八幡製鉄の交渉以来， 65年8月の合弁企業の発足とともにマレーシア側
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パートナーとしてや心的地伎を保iQ続けてきた T.H. Tanとそのグループ

は，工場建設が進みいよいよ操業誇始の時揺が近づいた67年5月に T.H. 

Tanが社長の地{立を議くと問時に株式も譲渡したので‘ある。

2代ロ社長としては， サレーシア・シンガボーノレの代表的企業家のひとり

である RobertKuok が就慢し， 製鉄会社の経営の基礎を罵めることにな

った。

1966年におはγ レーシア政府の覆援資本参加が， f苛罷議会で滋認された0

3主た資本金~ 1， 275万怒ドノレから3，110万Mト./v t，こ増資する方針で， マレ

シア政府のほかIFC. M 1 DF (マレーシプ産梁開発金融公社)の新規資

本参加が予定された。

マレーシア政府の資本参加が決定されたのに捺して，橋~LI社長は， 66年8

月初日~回取締授を帯問してマレーシアセ詰拐し， ラーマン首相ほか政府繋

脳と懇談し9J! 1日帰麗した。

計画通りマレ…シア政府大議省、が67年4月11日， MI DFが7克8日 1

FCが8月18臼， T. H. Tanグループに代って資本参加したQ さらに9月

28日から 1株 1Mドルの株式422万7千株が売り出された。マレーシア政府

の出授は，当初15.9%であったため，新日鉄をはじめ三菱商事，三井物産な

どが残余を分担所有し，その後IFCやMIDFが参加することによって日

報初出資比率を下げるという方法がとられた

第4-11表によればこの需の出資者がきわめて流動的に変化したことが拐

らかであるc 臼本側の出資は， 資本の現地北の方針のもとに84.1%→68.1 

%→58.8%吋 39.0%へと減少していった。

そして前年10月13日マレ…シア及びシンガポールの誕券取引所へ正式に芸愛

媛、された後， 68年8月シンガポ…ノレ'"""レーシア商関における株式公開が行

われた結果マレーシア側の出驚が51%に閲援したのである。さらに75年6

月， PERNASが大蔵省に代って資本参加し， 1 FCも株式を PERNAS

し操選じた。

以上のような経過を経てマラヤワタ製鉄ばマレーシアのナショナノレ・ブロ
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ジェグトとして誰進されたのでるる。ここでマラヤワタ製鉄の級識者として

の T.H. Tanの役割は大きく評摘されるべきであろう。民間人として自由

もってマレーシア側パートナーを結成し，製鉄所創設に向けて努

力した T.H; Tanなくしては， γ ラヤ政府内に設置されたEPむを中心

に若いエリート官僚が苦手ちつつあるといえども， 臨機搭変の機動カを発揮し

得たかは疑問であり， マヅヤワタ計調の実現にはもっと多くの時間を要した

といえるだろう。

4. I FC (国機金融公庫〕の資金援説

1961年6丹の謀本議定には，合弁企業の資本金はマラヤ側51%，八幡製鉄

側49%とすること，工場建設に要する資金は，第l期19億丹，第2類42龍

5千万円計61稜5千万円が予定された。このうち IFCからの借款や海外経

済協力基金の活用が期待されてし、;ど。

だがその後の不況で計額は具体化するまで4 し.f，.こ。合弁新会社の

設立がふれまマ慾びた裁大の謀間は，マラヤfJtij51%の出資の割りふりであっ

た。

IFCからの融資安求めるため1963年7J.l 18 13八幡製鉄稲山副社長は， ロ

ーゼン IFC副総裁と東京で、会談室己行ったのをはじめとして山間取締役が中

心になってワシントン， グアラノレンプール， 東京で数度にわたり交渉をくり

返した。

IFCは?ラヤワタ製鉄を， 民間の偶人事業ではなくマレーシア全体の事

業広するという基本的考えを持っており， 出資の条件として，マラヤ側出資

者の根本的な鱗波書幸え郎ちマレ…シア政府の出資，株式の…般公開， T. H. 

Tan所有株式の譲渡会要求したのである。

65年3月それまでの交渉で一部IFCが31%，剖1DF L 16%，現地資本

4%とすることでほぼ合意が得られた。そしてこれを謀本に大蔵省，通産省

などに最終計画や設立時携について非公式に説明をはじめたのである己

IFCとの合意によって合弁企業の発足は明るい見通しを得ることとが出

来， 62年6月資本金， 1， 000方Mドんから65年7月1，275万Mドノレに増額さ
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1967年8月， 1 FCは，マラヤワタに貸付及び株式投資に合計315万わし

の融資とその後の増額を発淡した。そして68年には12年需の焚付245.1フゴド

ノレ，株式101.1万ド 346.2万ドノレの議費を行なっ この IFCの資

Bank of America， The Bank of Tokyo Trust Company (New 

York Kuwait Inv部 tmentCompany (8. A. K)， PhiIadelphia Inter-

national.lnvestment Corporationによるものであり， 文字通り醤欝的ネ
22) 

ットワ…クによる融資が発幾途上震の工業開発に対して行われたのである 6

8月16日資金援坊の決定の発表に際してマラヤワタが「比較的小規模のー

したいとL、う低擬発閣に共通の関題を解決するのに道念鍔く

もの」としてその意識な高く評銀した。

さらに IFCの1968年年次報告書は， りでマラヤワタブ口ジェクト

を詳しく掲載し 1-特別な投資はマレ…シアのマラヤワタ製鉄に対してなさ

れた。この工場設計は，近隣の高品設の鉄鉱石な活用す-:5科点を生かしてお

り，さらには当工場の高炉は木氏によって操業されている O この木炭はこの

地域に農穫に存在する樹令の大きくなったゴムの木から生産されている c

京は現代の通常'の水準からすれば， 経済的にはきわめて小規模と考えられる

12万3，000tの鉄銀生産工場に供給するように作られているjと述べ，

ゴふの木炭高炉操業の適正技術開発会高く評価した。

IFCは1968年(会計年度)においてブラジル，マレ…シア等ロヶ国の13

プロジ広グトに対して， 合計5，071.2万ドソレの融資念行なった。その持4鉄

鋼プロジェクトに対して合計1.087. 3万ドル (金融資の 21.4 %)マラヤワ

タヘ試全体の 6.8%が融繁されたo

IFCの発差是途上閣の工業開発における鉄鋼幾重読政壌は， 1957年""'75年

の閣の業機別融資額安見れば明らかで為るO この間12億6，200万ド〉レが17業

種に革委、資され鉄鋼業は 2議40万ドノレ(全体の15.9%)な占め第1佼となっ

ている。
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5. 海外経済協力基金の資金援劫

技術協力の実施商では， 八幡製鉄が責f去を魚うもののぎ 資金面において

は多 臼本政府や奴:界の公的機関からの盛助言どうけることが必要勺あるG 組織

者は八幡製鉄であってもで、きるだけ誌範臨な人々が参留し民間の経済ベー

スにのった形で経済協力プロジ品クトに仕上げていくことが肝要である。

この課題のため稲山副社長は， 1961年3月に創設されたばかりの海外経済

協力基金 (0E C F)の柳田総裁を訪問し， この計翻についての援助を婆請

するというぐあいに岳らブ Pジェグトのワーダーとして交渉の第1繰に立っ

たのである。そして 6月に法武間計磁器長が?ラヤワタ計街iについて通産省

鉄鋼業務課長に説明し，援助を饗請した。さらに11月

稲山崩社長自ら通産次官，重工業局長，通巌島長等に説明し， 重ねて盤劫を

したのである。

こうしてこの針盤は政府の支持するところとなった。融資計繭が実施され

たのは，世銀， IFC， MIDF (マレーシア産業開発公康〉等との交渉を

重ねた数年後即ち1966年になるが，協力基金からの融資の第1号はまさしく
28) 

このγ ラヤワタ計画で、あった。

海外経淡協2進委主は，四66年7)ヲに第1罰融資分として日本側出資企業グル

ーヅの借入{測に対してち寵1，600万河の融資を承認した。(焚付笑行額5

1， 600万礼金利5.5%，態鱈17年うち鐸置5年)。次い67年で3月に第2

関融資分として 7議4.000万丹の融資を承認した。(賛付突行額7鐘4，000万

円，金利5.5%，期間 15年， うち挺援3年3ケ丹)。

2額の融資に擦し，入車番製鉄に対してお鏡7，100万円にのぼる廷払いを

汲諾した。(貸付実行額20盤t7，100万円，金持4.0%，鰐鰯11年6丹， うb

損壁2年1ヶJD。

3間の融資は， 69年6月に 2長室900万円 した o (貸付実rr額2
900万円，金利5.5%，期限13年， うわ揺殻3 。

以上マラヤワタ・プ口ジェグトは， 間基金から延払いを含め融資総額とし

て35偉3，600万I刊の貸付を受けたのである、(第4…6s議参照、〉。
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第4-6国 八幡(新録鉄〉の海外経済協力基金(OECF)からの
借入金及び MalayawataSteel投資額捻移

jj 

4月8 

35 

OECF 
25 

20 

15 
，、、
! 、 Malayawata 

10 

5 

。
'66 '67 '68 '6事 '70 '71 '72 吋3 '74 '75 '76 '77 '78 '79 

〔注〕 各年3月末期米残潟，返済期限， '82年6月〈滋外経済協カ議会借入金)

C/:l:Ij'j奇〕 有制緩若手報告審名年版

さらに第2次および第3次拡張計離に対しでは， 輸銀ベースによる円借款

対象の事業計闘として取数われたのである O

こうじてマラヤワタ・プロジ zグトは， 日米共同声明に表明された白木の

経済活動への支持の具体策として IFCの資本参加を得ることが出来たのに

加えて時本政府の外交政策を直接反映する海外経済協力基金及び日本輸出入

銀行の融資をと獲得したのである。

マレ…シア現地資本マレーシア政府， 人轄製鉄グループ， 日本政府 1

FCの出資によってマラヤワタ・プ口ジ広クトは， 文字通り爵際的な糠外投

機協力プ世ジ品クトとしぺ亡確立したのである。

。通産守安 r経済協力の現状と問題点~ (J970年版)p. 2ヲ3.

2)海外投資委員会綴(1ヲ77) ~日ヌドの海外投資の業種別検討.~ p. 260 アジア経済研究

所。

鉄鋼輸出業務については，
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大木保努 (1予75).r総合畷主主と世界経済;!Ip. 155即日8" J祭大島絞会。
吉長露英樹 (1919Hr~~籍経営論J p. 216ω217. 

3) The Kuala Lumpur Stock Exchang告:Annual Companies Handbook (Vol. V) 

(1ヲ79)p. 313. 

め『炎とともに一箆土製鉄株式会主主史;!Ip. 250-252. 

う〉大積雪緊(1957)rケダー・イぷー鉄鉱山紀行JW鉄鋼界3昭和32年i月号 p.38ィO.

6) Le邑 PohPing (!ヲ77) Japan's D母cisio鈴 toEstablish Malayawata p. 16. 

7) Th呈 StraitsTimes 1961. 11 17 

呂)Lee Poh Ping， op. cit.， p. 18. 

のお鉄鉱室長株式会社(1979) W路十年型~;!I p.23“25. 

10)入縫製鉄・臼鉄鉱業・入大産業・木下達菱商(汐62.6) !rマラヤワタ製鉄株式会社設立

計画説務審Jl p.4…7. 

11)向上落 p. 1. 

12) 日本ウジミナス株式会社間同年史~ (資料篇 1) p. 35-39. 
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